
静岡銀行におけるリスク管理の取組み静岡銀行 おけるリ ク管 取組

平成26年2月12日

株式会社静岡銀行

リスク統括部



目次
Ⅰ．静岡銀行グループの概要

Ⅱ．静岡銀行グループのリスク管理体制

・・・１ ・配賦対象取引とリスクの定義

・部門取引区分

・・・１１

・・・１２

・静岡銀行グループのコーポレートガバナンス体制図

・静岡銀行グループのコンプライアンス・リスク管理体制図

リスク統括部の組織

・・・２

・・・３

・・・４

・リスク資本配賦計画の策定①

・リスク資本配賦計画の策定②

リ ク資本使用状況 タリ グ

・・・１３

・・・１４

・リスク統括部の組織

・市場リスク管理体制図

・信用リスク管理体制図

・・・４

・・・５

・・・６

・リスク資本使用状況のモニタリング

＜ストレステスト＞

・ストレステスト①

・・・１５

・・・１６

・オペレーショナルリスク管理体制図

・リスク管理規程の体系図

・・・７

・・・８

①

・ストレステスト②

・ストレステスト③

１６

・・・１７

・・・１８

Ⅲ．統合的リスク管理（事例紹介）

＜リスク資本配賦運営＞
・平成２５年度上半期リスク資本配賦運営実績 ・・・９

・ストレステスト④

・ストレステスト⑤

・・・１９

・・・２０

・リスク資本配賦運営の枠組み ・・・１０



静岡銀行グループの概要（平成２５年９月３０日現在）

本店所在地 静岡市葵区呉服町１丁目１０番地

電話番号 ０５４（２６１）３１３１

設立年月日 昭和 年３月 日

＜静岡銀行＞

設立年月日 昭和１８年３月１日

資本金 ９０８億円

主要勘定

貸出金 ７兆１,３９８億円

預金 ８兆７ ３３７億円主要勘定 預金 ８兆７,３３７億円

総資産 １０兆６,７９０億円

発行済株式数 ６６５,１２９,０６９株

自己資本比率（連結） １７.２１％

拠点数

２００

静岡県内 １７２（本支店１５２・出張所２０）

静岡県外 ２３（支店１９・出張所４）

海外 ５（支店３・駐在員事務所２）

外部格付 ＡＡ‐／ＡＡ‐１+（Ｓ＆Ｐ）、Ａａ３／Ｐ‐１（Ｍｏｏｄｙｓ）

＜グループ会社＞

総合金融サービスを

提供する会社

静銀経営コンサルティング株式会社 静銀リース株式会社 静岡コンピューターサービス株式会社

静銀信用保証株式会社 静銀ディーシーカード株式会社 静岡キャピタル株式会社

静銀ティーエム証券株式会社 欧州静岡銀行（海外現地法人）

静銀セゾンカード株式会社（持分法適用関連会社）

社

１

静岡銀行グループの

業務を代行する会社
静銀総合サービス株式会社 静銀モーゲージサービス株式会社 静銀ビジネスクリエイト株式会社



Ⅱ 静岡銀行グル プのリスク管理体制Ⅱ．静岡銀行グループのリスク管理体制



静岡銀行グループのコーポレートガバナンス体制図

株主総会
監査役（４名うち社外監査役２名）

監査役会・監査役室

株主総会

取締役会

取締役会長
代表取締役頭取

アドバイザリーボード
（経営諮問委員会）代表取締役頭取

代表取締役副頭取
取締役専務執行役員（２名）
取締役常務執行役員（３名）
取締役（非常勤）
社外取締役（非常勤）

（経営諮問委員会）

頭取

業務監督委員会

経営執行会議等※

内部監査部門 営業本部 経営統括本部
（取締役会の監督機能を補佐） （経営執行部門） （経営のスタッフ部門）

首都圏営業本部
監査部

審査部
企業サポート部

事務サポート部
業務部

地区カンパニー
（首都圏）

地区カンパニー
（東部・中部・西部）

支店サポート部
経営企画部
経営管理部
リスク統括部

コンプライアンス部国内営業店
セ タ

法人部
個人部

国際営業部
国内営業店

セ タ
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資金証券部ローンセンター国際営業部
海外拠点

ローンセンター

※経営執行会議、統合リスク・予算管理会議、コンプライアンス会議、審査会議



静岡銀行グループのコンプライアンス・リスク管理体制図

取締役会

業務監督委員会
経営執行会議

コンプライアンス会議
統合リスク・予算管理会議 等

取締役会

統合リスク・予算管理会議 等

プ
リスク統括部

内監
リスク管理

コンプライアンス部

リスク統括グループ

信用リスク
グル プ

リスク統括
グル プ

オペレーショナルリスク
グル プ

内
部
監
査
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門

監
査
役
／
監
査

外
部
監
査

リスク管理
統括部門

（統合的リスク管理部門）

リスク管理部署 グループ グループ グループ
門

監
査
部

有
効
性
検

査
役
会
／
監
査
役

査
（
監
査
法
人
）

リスク管理部署

リ
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管

方
針
・

基
準
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策

リ
ス
ク
資

の
配
賦
・

モ
ニ
タ
リ
ン

信用
リスク

市場
リスク

流動性
リスク

コンプライアンス
（倫理法令遵守）

業
務
監
査
グ
ル

資
産
監
査
グ
ル

検
査
グ
ル
ー
プ

検
証

その他システム事務

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ

役
室

リスクの種類

管
理

策
定

資
本ン

グ

● 国内外営業店・本部各部・国内ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社・海外現地法人

● 重要な業務委託先

ル
ー
プ

ル
ー
プ

プ
リスクリスクリスク

業務執行部署

● 重要な業務委託先
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リスク統括部の組織

グループ名 担当するリスク管理

リスク統括グループ

・統合的リスク管理

・市場リスク管理

・流動性リスク管理

信用リスク管理

信用リスクグループ
・信用リスク管理

・資産査定管理

オペレーショナルリスク
グル プ

・オペレーショナルリスク管理の統括

・事務リスク管理
グループ

・システムリスク管理
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市場リスク管理体制図

監査役会 取締役会

市場リスク量の報告

統合リスク・予算管理会議 内
部
監市場リスク量の報告

市場リスク管理部門
（リスク統括部）

監
査
部
門

（リスク統括部） （
監
査
部

モニタリング

各種報告

モニタリング

取引データ等の提供

市
場
リ

有
効
性

市場取引部門
（資金証券部等）

事務管理部門
（業務部）

）
各種報告 取引デ タ等の提供

取引票の回付

容

リ
ス
ク
管
理
の

性
検
証

取引内容のチェック
の
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信用リスク管理体制図

監 査 役 会 取 締 役 会

経営執行会議
審査会議

統合リスク・予算管理会議 等

内部監査部門問題債権管理部門 審査部門 与信管理部門 （リスク統括部）

信用リスクグループ

内部監査部門
（監査部）

・信用リスク、自己査定
に係る内部監査

・内部格付制度に係る

問題債権管理部門
企業サポート部

審査部

･経営改善、再生支援
延滞貸出金の管理

審査部門
（審査部）

・クレジットポリ
シーの策定
・個別貸出案件審査

・内部格付制度の設計、
運用の監視

リスク統括グループ

・内部格付制度の検証
・信用リスクを含む各種内内

与信管理部門 （リスク統括部）

内部格付制度 係る
内部監査

・バーゼルⅢ信用リス
ク・アセット額算出に
係る内部監査

･延滞貸出金の管理、
回収
・破綻懸念先以下の
与信に関する審査

個別貸出案件審査
・格付審査（内部
格付制度の運用）
・自己査定の実施

運用の監視
・信用リスク量の計測

モニタリング（大口集中、
特定業種集中 他）

・バーゼルⅢに基づく信用
リスク・アセット額の計測

・自己査定結果に基づく

信用リスクを含む各種
リスクの統合管理

・信用リスクを含む各種
リスクのモニタリング

信
用
リ
ス
ク
管

部
格
付
制
度
の

部
格
付
制
度
の

償却・引当額の算出
・信用リスクに係る開示

管
理
の
有
効
性
検

の
検
証

運
用
の
監
視

検
証

6



オペレーショナルリスク管理体制図

監査役会 取締役会

内在するリスクの管理（RCSA） 顕在化したリスク事象の管理オリ

統合リスク・予算管理会議

内在するリスクの管理（RCSA）

計画

策定

実施

指示

実施
結果
検証

・

改善

指示

改善

状況

確認

顕在化したリスク事象の管理

オペレーショナル・リスク
発生状況報告

報告 改善指示

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ

リ
ス
ク
管
理
部

ﾘｽｸ評価 確認 報告 改善指示ナ
ル
・

部
署
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ペ

リ
・事務ﾘｽｸ
・ｼｽﾃﾑﾘｽｸ

内
部
監
査
部

ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ

リ
ス
ク
所
管
部

ｼｽﾃﾑﾘｽｸ
・情報管理・業務委託ﾘｽｸ
・ﾘｰｶﾞﾙﾘｽｸ
・有形資産ﾘｽｸ
・人的ﾘｽｸ
風評ﾘｽｸ

報告
リ
ス
ク
管

部
門
（
監
査
部
）ナ

ル
・

部
署・風評ﾘｽｸ

・その他ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ

業
務
執

部
署

・営業店
・本部
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 等

RCSA実施

報告
事務事故

システム障害

改善活動
理
の
有
効
性

改善活動

執
行

システム障害
等 検

証
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リスク管理規程の体系図（例：市場リスク管理）

市場性取引取扱規程
投資有価証券取引取扱規程

＜市場部門＞

投資有価証券取引取扱規程
クレジットライン管理規程

ＡＬＭ運営規程
等

資金証券部
業務取扱要領

リスク管理
基本規程

市場リスク管理
基本規程

業務部
業務取扱要領

＜事務統括部門＞

＜特定取引・時価会計関連＞

特定取引勘定に関する規程
時価会計、ヘッジ会計取扱規程

公正価値算定規程

公正価値算定要領
等

等

＜内部監査部門＞

内部監査規程・内部監査実施要領
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Ⅲ 統合的リスク管理（事例紹介）Ⅲ．統合的リスク管理（事例紹介）



＜リスク資本配賦運営＞平成２５年度上半期リスク資本配賦運営実績

・２５年度上半期のリスク資本配賦額は６ ８５１億円 うち信用リスク１ ６１１億円 市場リスク３ ６８５億円・２５年度上半期のリスク資本配賦額は６,８５１億円、うち信用リスク１,６１１億円、市場リスク３,６８５億円、
オペレーショナルリスク２３７億円、バッファー資本１,３１８億円を配賦

・リスク資本使用額は、貸出金（信用リスク）５８７億円、トレジャリー部門２,０６８億円、等

配賦原資
リスク資本

配賦額

リスク資本
使用額

リスク資本
使用率

信用リスク
１,６１１

貸出金（信用ﾘｽｸ） １,１３６ ５８７ ５２％

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ部門 ４,０５５ ２,０６８ ５１％

配賦原資 配賦額 使用額 使用率
（億円）

市場リスク
３,６８５

（うち政策投資株式） （１,５８６） （１,１９９） （７６％）

（うち海外店） （６２） （２３） （３６％）中核的な自己資本
６,８５１億円

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２３７

連結子会社 １０５ ３５ ３３％

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ ２３７ ２３７ １００％

小計 ５ ５３３ ２ ９２７ ５３％

（25年６月末基準）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等
１,３１８

小計 ５,５３３ ２,９２７ ５３％

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等 １,３１８ － －

合計 ６,８５１ ２,９２７ ４３％

・中核的な自己資本＝バーゼルⅢ普通株式等ＴｉｅｒⅠ

・リスク資本使用額＝＜市場リスク＞ ｜ＶａＲ｜

＜信用リスク＞①｜ＵＬ｜（貸出金は不良債権処理額、ＣＶＡを含む）

②バーゼルⅢ所要自己資本額（特定貸付債権、証券取引化、投資信託、投資事業組合）
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② ゼル 所要自己資本額（特定貸付債権、証券取引化、投資信託、投資事業組合）

＜オペレーショナルリスク＞オペレーショナルリスク相当額

・バッファー資本は、巨大地震等非常時や計量化できないリスク等への備え



リスク資本配賦運営の枠組み

リスク資本の配賦
リスク資本の範囲内での

リスクテイクリスクテイク

リスク資本 リスク量

規
制
資
本

信用リスク見合いのリスク資本

市場リスク見合いのリスク資本

信用リスク

市場リスク

部
門
毎
の
収本

オペリスク見合いのリスク資本
オペリスク

収
益

リスク対比でみた資本の十分性確保 リスク対比のリタ ンでみた各部門の収益性評価リスク対比でみた資本の十分性確保 リスク対比のリターンでみた各部門の収益性評価
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配賦対象取引とリスクの定義

配賦する ク量算出 前提
リスクの種類 配賦対象取引 リスク量の定義

配賦するリスク量算出の前提

保有期間※1 信頼水準※2 観測期間※3

市場リスク

金利リスク
バンキング勘定
（預貸金、債権、資金取引）

市場VaR
６ヵ月

９９％ ５年

価格変動リスク

バンキング勘定
（純投資株式、政策投資

価格変動リスク 株式、投資信託、為替）

トレーディング勘定 １０日間

貸出金※4 信用VaR (UL) ※5

年 年

信用リスク

１年 ９９．９％ １年
債権、株式、資金取引
デリバティブ取引

信用VaR (UL)

特定貸付債権
ﾊﾞｰｾﾞﾙⅢ

ﾘｽｸｱｾ ﾄの8%証券化取引
ﾊ ｾ ﾙⅢ

所要自己資本額
ﾘｽｸｱｾｯﾄの8% ―証券化取引

投資信託、投資事業組合

連結子会社
（除欧州資金・為替 外債）

債権、株、投信、貸出金
リース等

市場VaR 市場６ヵ月 市場９９% ５年

信用V R (UL) 信用１年 信用９９ ９%（除欧州資金 為替、外債） リ ス等 信用VaR (UL) 信用１年 信用９９．９% ―

オペレーショナル・リスク ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ 粗利益配分手法 ―

※１ 保有期間 ： 原則として業務計画策定サイクルを基に設定
※２ 信頼水準 ： VaRが実現しない確立。信頼水準99%とはVaR実現の確立は1%であり、100回に1回程度発生することを意味する

観測期間 ボ 等計測するため 去統計値 参 期間 短期 ど直近動向 近 が安定性 欠 る
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※３ 観測期間 ： ボラティリティ等計測するための過去統計値の参照期間。短期ほど直近動向に近いが安定性に欠ける
※４ 特定貸付債権、証券化取引を除く
※５ ＣＢリパッケージローンのカウンターパーティーデフォルトリスク及びＣＶＡを含む



部門取引区分

部門 配賦対象取引 配賦リスク

ＡＬＭグループ

円貨預貸金等・円債合算 市場リスク、信用リスク

円貨預貸金等 ※１ 市場リスク、信用リスクグ 貨預貸 等 市場リ ク、信用リ ク

純投資株式・投信 市場リスク、信用リスク

証券投資グループ 円債・外債・投資信託、純投資株式 市場リスク、信用リスク

海外店、欧州現法 外債、資金取引、為替 市場リスク、信用リスク

営業本部長
外債、投資信託、純投資株式

資金取引、為替、トレーディング

市場リスク、信用リスク

トレーディンググループ トレーディング 市場リスク、信用リスク

資金為替Ｇ 資金取引、為替 市場リスク、信用リスク

法人部、ＡＬＭグループ
政策投資株式 市場リスク、信用リスク

投資事業組合 信用リスク

信用リスク（貸出金） 貸出金 ※２ 信用リスク

信用リスク（特定貸付債権） 特定貸付債権 信用リスク

信用リスク（証券化取引） 証券化取引 信用リスク

連結子会社（除欧州資金 為替 外債） 債券 株式 投信 貸出金 リ 等 市場リ ク 信用リ ク連結子会社（除欧州資金・為替、外債） 債券、株式、投信、貸出金、リース等 市場リスク、信用リスク

オペレーショナルリスクグループ オペレーショナル・リスク オペレーショナル・リスク

バッファー資本 － 未計測リスク等

※１ ＡＬＭグル プ保有債券を含む
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※１ ＡＬＭグループ保有債券を含む
※２ ＣＢリパッケージローンのカウンターパーティーデフォルトリスク及びＣＶＡを含む



リスク資本配賦計画の策定①

１．配賦方針の決定

（１）配賦原資

（２）配賦の前提となるシナリオ

①ベースシナリオ

②ストレスシナリオ②ストレスシナリオ

２．配賦額の決定

①バッファー資本への配賦①バッファ 資本への配賦

②業務計画の想定ピーク残へのベースシナリオに基づく配賦

③ストレスシナリオに基づく配賦

④アラームポイントの設定④アラームポイントの設定

３．有価証券評価損益最下限（ロスカット水準）の決定

①評価損益最下限①評価損益最下限

②アラームポイント
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リスク資本配賦計画の策定②

＜ストレスシナリオ＞（例）
　　＜リスクの連鎖・伝播＞ ＜セクター＞ ＜影響＞

業種A 売上・利益減少→格下げ
〔国内〕

業種B 損失発生→格下げ
大胆な

金融緩和

円安

輸出競争力
低下

円
安

資
産景資産価格

インフレ
期待剥落

デフレ懸念

業種C 地価下落→格下げ

金融機関 格下げ→CVA増加

投資信託 内容悪化 ﾘ ｸｳ ｲﾄ上昇

金融緩和
（第1の矢）

機動的な
財政改革
（第2の矢）

構造改革構造改革

成長期待の剥落
景気失速

資産価格
（株価）下落

低下

財政赤字/
政府債務
残高の

大幅増加

安
・
デ
フ
レ

産
価
格
下
落

景
気
悪
化

資産価格
上昇

参院選後の 国債市場の

消費税の
増額延長

財政政策の
実施

中期財政再建
計画
の反故

需要増加

財政赤字
拡大

投資信託 内容悪化→ﾘｽｸｳｪｲﾄ上昇

政策投資先 株価下落→評価損益悪化（減損）

〔海外〕 消費者ローン先 返済額増加→デフォルト

構造改革
成長戦略
（第3の矢）

構造改革
成長戦略
（第3の矢）

海外経済の
成長鈍化

財政の
信認喪失

投機筋
の売り

参院選後の
経済構造改革
期待→失速

中東情勢の

国債市場の
流動性低下 長期金利

上昇

貿易赤字の
拡大

原油価格

条件変更先 業況悪化→デフォルト

業種D 売上・利益減少→格下げ

業種E 資金繰り逼迫→格下げ

財政懸念
拡大

中東情勢
悪化

連邦債務上限
問題再燃

中国経済の
失速

欧州債務
問題の再燃

ソブリンリス
クの台頭

米国QE3
縮小 長期金利

上昇

米国経済の
失速

原油価格
上昇

市場リスク ①金利リスク 日米国債の中長期利回りの上昇

＜ストレスシナリオへの資本配賦＞

失速

②株価リスク 日経平均株価の下落

信用リスク ①ＰＤの上昇
②不動産評価の下落による回収率の低下
③住宅ローン、アパートローンのデフォルト増加
④主要先の格下げ
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④主要先の格下げ
⑤与信集中の高まり 等



リスク資本使用状況等のモニタリング

１．期中モニタリング

（１）リスク資本の使用状況（１）リスク資本の使用状況

①使用額、使用率の状況

②使用状況に係る評価 資本の十分性

資本の効率性資本の効率性

（２）リスク資本の遵守状況

２．期末評価２．期末評価

（１）振返り評価
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＜ストレステスト＞ストレステスト①

１．バーゼルⅢ告示への対応（自己資本の充実度評価）

２．定型シナリオによるストレステスト

３．リバースストレステスト

４．与信集中に対するストレステスト

５．地震リスクに対するストレステスト

６．流動性リスクストレステスト

７．期間損益シミュレーション

８．必要に応じ随時実施するストレステスト
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ストレステスト②

＜バーゼルⅢ告示への対応＞

・バーゼルⅢ告示第１９９条、２００条への対応として、外部環境変化等に
よるリスク伝播を想定した規制資本の十分性を確認

リ ク資本配賦計画における蓋然性 ある ト シナリオに対し より・リスク資本配賦計画における蓋然性のあるストレスシナリオに対し、より
強いストレスにより実施

・実施頻度は半期毎実施頻度は半期毎

17



ストレステスト③

＜定型シナリオによるストレステスト＞

・予め想定した、一定の金利、株価、為替の変動パターンを使用したシナリオ
により、ストレスイベント発生時における対象取引の評価損益変動額と評価
損益、および、自己資本比率の変化を確認

・ストレスシナリオ

金利変動 市場金利１％上昇

株価変動 日経平均株価▲１,０００円下落

為替変動 為替１０円円高

・実施頻度は日次
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ストレステスト④

＜リバースストレステスト＞

・ストレスイベントの発生により、当行が維持すべき自己資本、または損益
の水準を下回ることのないようコントロールすることを目的に、想定損失
レベルから逆算

・想定損失レベル
・自己資本比率の規制水準割れ
・期間損益の赤字 等期間損益の赤字 等

・実施頻度は半期毎

19



ストレステスト⑤

＜地震リスクに対するストレステスト＞

・巨大地震の発生を想定した直接被害、間接被害による自己資本等への
影響度を評価し、リスク量をバッファー資本で確保

リ ク クタ・リスクファクター

オペレーショナルリスク 人的、物的被害 経費、投資の増加

信用リスク 取引先被災によるデフォルト等の上昇、 信用リスクＶａＲの
回収率の低下 増加

市場リスク 巨大地震発生による株価下落、投資信託、
社債等の価格下落

有価証券評価損益の
減少

流動性リスク 復興需要 風評リスクによる預金の流出 資金調達 ストの流動性リスク 復興需要、風評リスクによる預金の流出 資金調達コストの
増加

グループ会社
損益への影響

被災によるグループ会社損益の悪化 利益の減少

・実施頻度は定期的かつ必要に応じ随時

損益 の影響
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